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要  旨 

 

本研究では、国内の市区町村間人口移動を対象に、大都市から地方への人口移動について

分析を行った。本研究の目的は、先行研究において、重力モデル等を使用する際に問題とな

る多重共線性の問題を解決すること、先行研究において使用されている様々な社会・経済的

な変数を可能な限り多く同時に分析し、各変数が大都市から地方への人口移動とどのような

関連があるかを明らかにすることである。 

 その結果、本研究では、以下の 2 点を示した。1 点目は、重力モデルによる分析に正則化

回帰の 1 つである Elastic net 回帰を用いることで、社会経済的変数のような相関が強いため

に線形回帰モデルには同時に投入できない変数を同時に扱いつつ、変数選択をすることがで

きることである。さらに Elastic net 回帰による変数選択でも、重力モデルの基本変数である

人口規模、地域間距離は選択され、回帰係数の絶対値は他の変数に比べて大きかった。2 点

目は、先行研究において使用されている 39 の説明変数を全て Elastic net 回帰に投入した際

には、21 の変数が大都市から地方への人口移動と関連があるとして選択されることである。 

今後より多くの変数を用いた分析を行い、パネルデータ解析も含め大都市から地方への移

住に影響を与える要因を明らかにすることが求められる。 
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はじめに 
日本は 2008 年をピークに人口減少に転じ（増田, 2014, 1 頁）、2050 年には日本の総人口

が 9,708 万人にまで減少すると推計されている（国立社会保障・人口問題研究所, 2012）。こ

の要因の 1 つとして、地方の経済や雇用状況の悪化による、大都市圏への人口移動が挙げら

れている（増田, 2014, 17-22 頁）。このような中、政府は 2014 年 9 月に「まち・ひと・しご

と創生法」を制定し、内閣にまち・ひと・しごと創生本部を設置した。2014 年 12 月には 2060

年に一億人程度の人口を維持するなどの中長期的な展望を示した「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」を策定するとともに、まち・ひと・しごと創生法に基づき、5 か年の目標や

施策の基本的方向等をまとめた第 1 期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。

第 1 期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中に、「地方への人の流れをつくる」という

基本目標があり、この基本目標は第 2 期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」でも「地方

とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる」として引き継がれており（閣議

決定, 2019）、大都市への人口の一極集中の是正は日本の喫緊の課題である。 

 人口移動要因に関する研究は、大きく 2 つの方法がとられている。1 つは、人口集 

団とそれを取り巻く地域条件との関連に着目するもの、もう 1 つは、個人の移動理由に着目

するものである（日本人口学会, 2002, 606 頁）。日本国内の人口移動を対象に、前者の方法

により人口移動要因を分析した研究は数多く行われており、例えば、松本ら（2002）、伊藤

（2002, 2011）、田村ら（2016）、田村（2017）、張ら（2016）、當麻（2016）、荒川（2018）な

どがある。人口集団とそれを取り巻く地域条件との関連に着目したマクロな分析は、個人単

位のミクロな分析に比べてデータを収集しやすく、日本全国を対象とした網羅的な分析が

可能である一方で、回帰分析における多重共線性の問題が発生するため、相関の高い複数の

変数を同時に扱うことができないという問題がある（田村（2017）、荒川（2018）など）。そ

のため、先行研究においては、相関の高い変数同士を別々にモデルに投入して分析するなど

の対策をとっているが、回帰分析における説明変数が少なくなるという問題が生じる。 

また、日本国内の人口移動を対象とした論文は、都道府県単位で分析しているものが多く、

市区町村単位で分析しているものは少ない。近藤（2019）など人口移動に対する政策の効果

を分析している近年の論文では市町村単位の分析も行われ始めたこと、「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」が市区町村単位で作成され、市区町村単位で施策が実施されていることを

考えると、市区町村単位の分析が求められる。 

本研究の目的は以下の 2 点である。1 つは、多重共線性の問題を解決するため、正則化回

帰の 1 つである Elastic net 回帰を用いた手法を提案することである。もう 1 つは、先行研究

において使用されている様々な社会・経済的な要因のうち、可能な限り多くの変数を使用し

た上で、それぞれの変数が大都市から地方への市区町村単位の人口移動にどのように関連

しているか明らかにすることである。 

以下、本論文は次の通りに構成される。第 1 章では、関連する先行研究を整理するととも

に、本研究の位置付けを示す。第 2 章では、本研究において使用するデータについて説明
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し、第 3 章で本研究において使用するモデルと分析手法を説明する。第 4 章では、分析結果

を示し、第 5 章でそれらの結果を踏まえた考察を述べ、第 6 章において、まとめとして本研

究の結論、そして今後の研究課題について述べる。 

 

1. 関連する先行研究 
人口移動要因に関する研究は国内外で広く行われており、人口集団とそれを取り巻く地

域条件との関連に着目するマクロな手法と、個人の移動理由に着目するミクロな手法があ

る（日本人口学会, 2002, 606 頁）。これらの方法を用いて、様々な人口移動流を対象とした

分析が行われているが、Cadwallader（1996, 334-337 頁）によると、人口移動要因は、主に所

得格差、就業機会、教育、行政サービス、アメニティ、年齢に分類される。以下、本研究に

おいて対象とするマクロな手法を用いた国内の人口移動要因に関する先行研究を表 1 にま

とめる。 

 

【表 1】 

 

所得格差は、大阪市内 24 区内の人口移動を対象としている松本ら（2002）を除いて、先

行研究の全てにおいて説明変数として使用されている。また、就業機会は、當麻（2016）、

田村（2017）において、完全失業率や有効求人倍率が説明変数として使用されている。教育

は、田村（2017）において、教員数、進学率が使用されている。行政サービスは、張（2016）

などにおいて、生活関連社会資本が使用されている。アメニティは、伊藤（2002）、伊藤（2011）

において、平均気温、積雪日数などが使用されている。年齢については、説明変数とせず、

伊藤（2011）、田村（2017）などで、年齢層ごとに人口移動量を解析している。 

 これまでの研究の課題として、相関の強い説明変数を 1 つずつしか扱えていないこと、人

口移動を都道府県単位で解析していることの 2 点が挙げられる。相関の強い説明変数の取

扱いについて、田村（2017）、荒川（2018）などで多重共線性の問題を回避するために相関

が強い社会経済的変数を同時に扱えていないという課題があった。また、人口移動の解析単

位について、松本ら（2002）、荒川（2018）を除き、都道府県単位の人口移動を分析してい

るものが多く、市区町村単位の人口移動を分析しているものは少ない。「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」が市区町村単位で作成されていることを考えると、市区町村間の分析が求

められる。 

そのため、本研究では、市区町村間の人口移動を対象に、中でも政令指定都市と東京都特

別区部から、大都市圏に属する周辺市町村を除く市町村への人口移動を対象とする。先行研

究において使用されている様々な社会・経済的な要因のうち、可能な限り多くの変数を使用

した上で、相関の強い説明変数を同時に扱うことのできる Elastic net 回帰を用い、それぞれ

の変数が大都市から地方への市区町村単位の人口移動にどのように関連しているかを明ら

かにする。 
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2. 使用したデータ 
I. 移動元と移動先の地域の定義 

 本研究では、移動元を政令指定都市と東京都特別区部、移動先を大都市圏に属する周辺市

町村を除く市町村とする。大都市圏に属する周辺市町村は、e-Stat 政府の統計窓口 1に掲載

されている平成 27 年国勢調査（総務省）における大都市圏構成市町村を対象とし、大都市

圏周辺市町村の定義は、総務省統計局の定義する大都市圏の「中心市」への 15 歳以上通勤・

通学者数の割合が該当市町村の常住人口の 1.5％以上であり、かつ、中心市と連接している

市町村である（ただし、中心市への 15 歳以上通勤・通学者数の割合が 1.5％未満の市町村で

あっても、その周囲が周辺市町村の基準に適合した市町村によって囲まれている場合は、

「周辺市町村」としている）（総務省統計局、2013）。周辺市町村への転入は、中心市への通

勤など中心市の影響が大きいと考えられるため、移動先の地域から除外した。 

 

II. 使用する変数 

表 2 に使用した変数を示す。被説明変数として用いる、移動元の地域（𝑖𝑖）から移動先の

地域（𝑗𝑗）への人口移動量を𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖とする。𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖のデータは、住民基本台帳人口移動報告（総務

省）を用いた。 

重力モデルの基本となる 3 つの変数について、人口（𝑃𝑃𝑖𝑖、𝑃𝑃𝑗𝑗）は、平成 27 年国勢調査の人

口を用い、地域間の距離（𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖）については、国土地理院ホームページから各市区町村役場の

緯度経度を取得し、国土地理院測量計算サイト 2を用いて距離を算出した。その他について

は、表 1 の先行研究において使用されていた変数のうち、e-Stat 政府の統計窓口の都道府

県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）において取得することができるものを用いた

（以下 e-Stat と呼ぶ）。その際に、先行研究において用いられているデータと同じデータが

ない場合は、筆者らにより適切と思われるデータを用いた 3。その結果、39 の説明変数を用

いた。 

 

【表 2】 

 

2015 年度の全 1741 市区町村から、人口がゼロの町、移動元から移動先への人口移動数が

10 人未満の市町村の組を除外 4した結果残った 748 市区町村（移動元 43、移動先 705）、4,072

                                                                 
1 政府統計の総合窓口（e-Stat）: https://www.e-stat.go.jp/（各府省が公表する統計データを

一つにまとめ、統計データの検索をはじめとした、さまざまな機能を備えた政府統計のポ

ータルサイト。） 
2 国土地理院測量計算サイト: https://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/surveycalc/main.html 
3 例えば、先行研究において県民所得の変数が使用されている場合、e-Stat には市民所得の

データが掲載されていないため、課税対象所得を用いた。 
4 政府統計では 10 人未満（ゼロを含む）のデータは“***”として実数が公開されていない

ため除外した。 
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組の人口移動データを解析した。総移動人口は平均 42 人、中央値 20 人、四分位範囲 13-37

人であり、多くの変数で、平均が中央値よりも大幅に大きい、右に尾を引く分布であった。

表 3 に、年齢層、性別の総移動人口を示す。男性が全体の 56.9%、女性が 43.1%と男性がや

や多く、いずれの年齢層でも男性が女性よりも多かった。また、40、50 歳代は男性が女性

のおよそ 2 倍と性別に大きく偏りがあった。年齢の分布は、20、30 歳代が全体の半数を占

め、一方で 60 歳以上は全体の 10%未満であった。 

 

【表 3】 

 

3. 使用するモデルと分析手法 
I. 修正重力モデル 

 人口移動を社会の空間的相互作用として扱うため、修正重力モデルを用いた。修正重力モ

デルの基礎となっている重力モデルは、都市間の人口移動が古典力学におけるニュートン

の万有引力の法則に従うことを利用したもので、Ravenstein（1885）によって人口移動のモ

デリングに導入された。人口移動量（𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖）が、移動元、移動先双方の人口規模（𝑃𝑃𝑖𝑖,𝑃𝑃𝑗𝑗）と

地域間の距離（𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖）に対して(1)式の関係にあるとし（G,𝑎𝑎1, 𝑎𝑎2, 𝑒𝑒は各変数の寄与を定める定

数）、移動元、移動先の人口が多いほど、また地域間の距離が小さいほど、人口移動量が多

いと考える。 

重力モデルは人口移動を分析する際に人口と距離のみ考慮しているが、これに人口と距

離以外の様々な要素を追加したものが(2)式に示す修正重力モデルである（𝑉𝑉𝑖𝑖1,⋯ ,𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖
は移動元の変数,𝑉𝑉𝑗𝑗1,⋯ ,𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗は移動先の変数,𝑏𝑏1,⋯ , 𝑏𝑏𝑛𝑛, 𝑐𝑐1,⋯ , 𝑐𝑐𝑚𝑚は各変数の寄与を定める定数） 

（Greenwood and Hunt, 2003）。(2)式は変数に対して非線形であるが、両辺を対数変換するこ

とで、誤差項が平均 0，分散𝜎𝜎2の正規分布に従うと仮定した線形モデルとして各変数の人口

移動量に対する寄与を推定することができる。 

𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐺𝐺
𝑃𝑃𝑖𝑖
𝑎𝑎1𝑃𝑃𝑗𝑗

𝑎𝑎2

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑒𝑒 (1) 

𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝐺𝐺
𝑃𝑃𝑖𝑖
𝑎𝑎1𝑃𝑃𝑗𝑗

𝑎𝑎2𝑉𝑉𝑖𝑖1
𝑏𝑏1 ⋯𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑏𝑏𝑛𝑛𝑉𝑉𝑗𝑗1
𝑐𝑐1 ⋯𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑐𝑐𝑚𝑚

𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑒𝑒
(2) 

しかしながら、この推定方法の問題点として、①人口移動量の対数を用いることで、結果

として人口移動量推定値の合計が実際の値より過小となってしまう傾向にあること、②人

口移動量はカウントデータであり非負の整数であるにもかかわらず、連続分布である対数

正規分布を仮定してしまっていることなどがある。これらを改良したものがポアソン重力

モデルである（Flowerdew, 1982）。ポアソン重力モデルは人口移動量が離散分布の一つであ

るポアソン分布に従うと仮定したもので、(3)、(4)式により表現される。(3)式は人口移動量

が k は母数𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖のポアソン分布に従うものとし、このときの母数𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖は(4)式のモデルによって

規定される。 
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𝑃𝑃𝑃𝑃�𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑘𝑘� =
𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖) ∙ 𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖𝑘𝑘

𝑘𝑘!
(3) 

𝜆𝜆𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒�ln𝐺𝐺 + 𝑎𝑎1ln𝑃𝑃𝑖𝑖 + 𝑎𝑎2ln𝑃𝑃𝑗𝑗 − 𝑒𝑒ln𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 +�𝑏𝑏𝑙𝑙ln𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑛𝑛

𝑙𝑙=1

+ �𝑐𝑐𝑙𝑙ln𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑚𝑚

𝑙𝑙=1

� (4) 

モデルには、移動元の人口𝑃𝑃𝑖𝑖、移動先の人口𝑃𝑃𝑗𝑗、移動元と移動先の距離𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖に加え前述の社

会経済的変数𝑉𝑉𝑖𝑖1,⋯ ,𝑉𝑉𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑉𝑉𝑗𝑗1,⋯ ,𝑉𝑉𝑗𝑗𝑗𝑗を投入し、Elastic net 回帰によって人口移動数と関連のあ

る変数を選択した。また、説明変数には値がゼロのものも含まれていたため、すべての値に

1 を足して対数変換を行なった。 

 

II. Elastic net 回帰 

 説明変数の選択に正則化回帰の手法の 1 つである Elastic net 回帰（Zou and Hastie, 2005）

を用いた。Elastic net 回帰は L1 ノルムと L2 ノルムを正則化項として変数選択を行なう手法

である。L1 ノルムのみを正則化項とした Lasso 回帰では変数の選択はできるものの、変数

間の相関が強いものが存在する場合に推定が不安定になるという問題がある。Elastic net 回

帰は L2 ノルムも用いることでこの問題を解決し、相関の強い変数が存在する場合には係数

の大きさがほぼ同じになるという特徴がある。社会経済的変数には互いの相関が強いため

に、多重共線性の問題から線形回帰モデルに同時に投入することができない変数の組が複

数存在するが、Elastic net 回帰を用いることで、これらの変数を同時に扱いつつ、変数の選

択をすることができる。 

Elastic net 回帰は一般に、(5)式に示した目的関数を最小化する 𝜷𝜷 = (𝛽𝛽0,𝛽𝛽1,⋯ ,𝛽𝛽𝑚𝑚)を求め

ることにより、与えられたデータに対する最適なモデルを導出する。(3)式の第 2 項が正則

化項であり、𝜆𝜆は正則化項の大きさを制御するパラメータ（𝜆𝜆 > 0）、𝛼𝛼は L1 ノルムと L2 ノ

ルムの相対的な寄与を調整するパラメータ（0 ≤ 𝛼𝛼 ≤ 1）である。本研究では、10 分割交差

検証法によって平均 2 乗誤差の最小値を与えるときの𝜆𝜆、𝛼𝛼を用いてモデルを決定した。 

 

1
2𝑛𝑛

�(𝑦𝑦𝑖𝑖 − 𝑦𝑦�𝑖𝑖)2
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

+ 𝜆𝜆��
1 − 𝛼𝛼

2
𝛽̂𝛽𝑗𝑗2 + 𝛼𝛼�𝛽̂𝛽𝑗𝑗��

𝑚𝑚

𝑗𝑗=1

(5) 

 

回帰係数の 95％信頼区間の算出にはブートストラップ法を採用した。重複を許したリサ

ンプリングによる全データと同数のブートストラップ標本を作成し、Elastic net 回帰による

回帰係数の推定を、予備的検討から 300 回繰り返して各説明変数についてパーセンタイル

法により 95%信頼区間を算出した。95％信頼区間がゼロを含まない場合に、その説明変数

は被説明変数を説明するものとして選択した。 

統計解析には R version 3.6.1 を使用し、Elastic net 回帰、ブートストラップ法によるリサ

ンプリングにはそれぞれ glmnet version 2.0.16、boot version 1.3.20 を用いた。 
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4. 結果 
使用した変数の基本統計量と変数間の相関（対数変換後の Pearson 積率相関係数）をそれ

ぞれ表 4、表 5 に示す。i_総人口と i_図書館数、i_可住地面積 1 km2 当たり人口密度と i_総

面積（北方地域及び竹島を除く）、i_第 1 次産業就業者比率（対就業者）はそれぞれ絶対値

で 0.8 以上の強い相関がみられた。 

Elastic net 回帰により選択された説明変数の回帰係数の 95%信頼区間を表 6 に示す。すべ

ての変数を同等に扱い、変数の選択に制約を課していなかったが、重力モデルで使用される

距離、移動元の総人口、移動先の総人口は、総移動人口と関連のあるものとして選択された。

係数の符号も距離は負、総人口は正と、重力モデルで使用されているものと一致した。 

 

【表 4】 

 

【表 5】 

 

【表 6】 

 

社会経済的変数については、移動元の変数において、i_可住地面積 1 km2 当たり人口密度、

i_課税対象所得（納税義務者 1 人当たり）、i_幼稚園数、i_中学校数、i_第 1 次産業就業者比

率（対就業者）、i_第 2 次産業就業者比率（対就業者）、i_完全失業率は係数の符号が負、i_

総面積（北方地域及び竹島を除く）、i_高等学校数、i_図書館数、i_病院数は係数の符号が正

であった。また、移動先の変数において、j_課税対象所得（納税義務者 1 人当たり）、j_第 1

次産業就業者比率（対就業者）、j_第 2 次産業就業者比率（対就業者）、j_公民館数は係数の

符号が負、j_総面積（北方地域及び竹島を除く）、j_可住地面積割合、j_中学校数は係数の符

号が正であった。 

 

5. 考察 
本研究は、大都市から地方への移住に関連する要因の探索において、相関の強い説明変数

を同時に扱いつつ被説明変数と関連のある変数を抽出するため、ポアソン重力モデルに

Elastic net 回帰を適用した変数選択を試みた。重力モデルで使用される距離、移動元の総人

口、移動先の総人口は、総移動人口と関連のあるものとして選択され、係数の符号も距離は

負、総人口は正と先行研究と一致した。大都市から地方への人口移動において、様々な変数

を入れて調整しても、距離と総人口は人口移動と関連することが改めて確認された。 

また、社会経済的変数について、移動元の変数である i_可住地面積 1 km2 当たり人口密

度、i_課税対象所得（納税義務者 1 人当たり）、i_幼稚園数、i_中学校数、i_第 1 次産業就業

者比率（対就業者）、i_第 2 次産業就業者比率（対就業者）、i_完全失業率は係数の符号が負

であった。i_可住地面積 1 km2 当たり人口密度に関しては、大都市の中でも、都市化が進み
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人口密度が高い地域は強い吸引力を持っているため、人口移動量との間に負の関係があっ

たものと考えられる。i_課税対象所得（納税義務者 1 人当たり）に関しては、先行研究で報

告されている人口移動との負の関係を支持する結果となった。伊藤（2002）によると、54 歳

以下の女性、59 歳以下の男性の人口移動は実質個人所得と負の関係があり、60 歳以上の男

性、65 歳以上の女性の人口移動において、正の関係があった。本研究では、表 3 に示すと

おり、総移動人口に占める 60 歳以上の割合は 7.0%と少なく、そのため 50 歳代以下の年齢

層における関係が主となり、全体として負の関係になったものと考えられる。このような年

齢、性別によって関係が異なる変数との関連を明らかにするため、今後、年齢、性別ごとに

分析する必要がある。i_幼稚園数、i_中学校数に関して、幼稚園や中学校に通う子どもを育

てている、もしくは今後子育てを行っていく者が比較的多いと考えられる 20 歳から 49 歳

が総移動人口の約 70％を占めており（表 3）、幼稚園や中学校が少ない大都市から移住する

者が多いと考えられる。i_第 1 次産業就業者比率（対就業者）、i_第 2 次産業就業者比率（対

就業者）に関しては、第 1 次産業就業者は農林水産業の生産の性質上、特定の場所において

のみ、生産活動が可能であり、第 2 次産業就業者は工場の場合、一度立地すれば移転が少な

いと予測され（當麻、2016）、第 1 次、第 2 次産業就業者は移動が難しいため、第 1 次産業

就業者比率、第 2 次産業就業者比率の高い大都市からは移住する者が少ないと考えられる。

i_完全失業率に関しては、独立行政法人労働政策研究・研修機構（2016）によると、大都市

出身者の地方移住のきっかけで最も多いものが「自身の転勤等」（26.3%）であり、完全失業

率が低いほど、就業している者の割合は多く、転勤による移動を行う可能性が高いため、移

住する者が多いと考えられる。 

移動元の変数の中でも、i_総面積（北方地域及び竹島を除く）、i_高等学校数、i_図書館数、

i_病院数に関しては、係数の符号が正であった。i_総面積（北方地域及び竹島を除く）は、

人口移動と負の関係にあった i_可住地面積 1 km2 当たり人口密度と強い負の相関を認めた

（相関係数-0.819）。大都市の中でも、都市化が進んだ人口密度の高い地域は強い吸引力を持

っているため、総面積は人口密度とは逆に人口移動量との間に正の関係があったものと考

えられる。i_高等学校数に関しては、表 3 より総移動人口における 10 代の人口移動数の割

合が低く、人口移動との直接の関連を考察するのは困難であるが、e-Stat の都道府県単位の

大学数と高等学校数のデータから、Pearson の積率相関係数が 0.910 であり、相関が非常に

高いことが分かった。大学進学時に比べ、大学卒業時に都市圏から地方圏への人口移動が見

られるため（田村、2017）、大学卒業時の人口移動と関係していると考えられ、今後の検証

が必要である。また、i_図書館数は、人口移動との直接の関連を考察するのは困難である。

しかし、e-Stat の都道府県単位の大学数と図書館数のデータから、Pearson の積率相関係数が

0.926 であり、相関が非常に高いことが分かった。そのため、i_図書館数に関しては、本研

究ではデータの制限上利用できていない大学数が実際に影響している可能性がある。本研

究における 20-29 歳の人口移動数は 34.5%を占めており（表 3）、大学卒業に伴う人口移動数

が多いと考えられることから、人口移動数と図書館数とは正の関係になったと考えられ、今
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後検証を行っていく必要がある。i_病院数について、荒川（2016）において、効果量はほと

んどないが、健康・医療のまちという地域イメージと正の相関があると述べられており、先

行研究と一致する結果となった。 

移動先の変数である j_課税対象所得（納税義務者 1 人当たり）、j_第 1 次産業就業者比率

（対就業者）、j_第 2 次産業就業者比率（対就業者）、j_公民館数は係数の符号が負であった。

j_課税対象所得（納税義務者 1 人当たり）に関しては、先行研究の結果と異なる結果であっ

た。この理由として、大都市から地方への人口移動を対象とした場合、所得の高い地域では

なく、より生活コストの低いところへ移住することが多い可能性が考えられる。平成 26 年

全国消費実態調査（総務省）における消費支出と平成 26 年の課税対象所得（納税義務者 1

人当たり）の Pearson の積率相関係数は 0.551 であり、このうち食料、住居、被服及び履物、

教育、教養娯楽との相関係数はそれぞれ 0.627、0.716、0.719、0.739、0.753 であった。さら

に、一般社団法人 移住・交流推進機構（JOIN）（2017）によると、地方移住時の所得に関し

て「変化なしが好ましい」と答える者の割合が最も多かったが、続く回答として 500 万円～

700 万円未満の層では「5％程減少まで許容できる」、700 万円以上の層では「10％程減少ま

で許容できる」など減少を許容する回答が多く、所得をそれほど重視していないことが考え

られる。 

j_第 1 次産業就業者比率、j_第 2 次産業就業者比率に関して、前述のとおり、第 1 次、第

2 次産業就業者は、第 3 次産業就業者と比較して移動が困難である。そのため、第 1 次産業

就業者比率、第 2 次産業就業者比率の低い地方に移住する者が多いと考えられる。j_公民館

数に関しては、張ら（2016）の 1985 年から 90 年の若年層を対象とした際の結果と一致した

が、1995 年以降の人口移動の結果とは異なる結果となった。文部科学省生涯学習政策局社

会教育課（2017）によると、1985 年以前に設立された公民館は全体の約 6 割であり、1981

年の耐震基準改正前に建築された公民館のうち、耐震性なし及び耐震診断未実施の公民館

は 23.9%である。そのため、公民館が地域のマイナスの魅力となってしまっている可能性が

ある。また、公民館の耐震化等が行われていないということは、財政状況が悪いことを反映

していることも考えられ、今後の検証が必要である。 

移動先の変数である j_総面積（北方地域及び竹島を除く）、j_可住地面積割合、j_中学校数

は係数の符号が正であった。j_総面積（北方地域及び竹島を除く）、j_可住地面積割合は、先

行研究と同じ結果となり、住む場所が広い場所に移住してくる者が多いと考えられる。また、

j_中学校数に関しては、先行研究の結果と一致した。前述したとおり、本研究の対象とした

人口移動において、中学生の児童を育てる可能性のある層の割合は多く、教育を重視してい

るものと考えられる。 

 本研究の限界及び今後の課題は、以下の 3 点である。1 点目は、説明変数として使用した

変数において、e-Stat に掲載されていないデータ（地価、平均気温、年齢等）を用いること

ができていないため、e-Stat に掲載されていないデータを可能な限り収集した上で分析する

ことが求められる。そうすることで、大都市から地方への人口移動に関係する変数をより正
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確に見つけることができる。2 点目は、性別・年代ごとの分析を行うことである。前述のと

おり、本分析においても、年代によって要因が変化することが考えられる。3 点目は、パネ

ルデータ分析を行うことである。そうすることで、大都市から地方への人口移動に影響を与

える要因を明らかにすることができる。 

 

6. まとめ 
 本研究では、日本国内の市区町村間の人口移動について、政令指定都市と東京都特別区部

から、大都市圏に属する周辺市町村を除く市町村への人口移動を対象に分析を行い、正則化

回帰の 1 つである Elastic net 回帰を用いた、多重共線性の問題を解決する新たな手法を提案

した。また、先行研究において使用されている様々な社会・経済的な要因のうち、可能な限

り多くの変数を使用した上で、それぞれの変数が大都市から地方への人口移動にどのよう

に関連しているかを明らかにした。 

 本研究の学術的意義は、以下の 2 点である。1 点目は、重力モデルによる分析を行う際に、

Elastic net 回帰を用いることで、従来社会経済的変数のような互いの相関の強い変数におい

て、多重共線性の問題から線形回帰モデルに同時に投入することができない変数の組が複

数存在していたが、Elastic net 回帰を用いることで、これらの変数を同時に扱いつつ、変数

の選択をすることができること、そして Elastic net 回帰を用いた際にも重力モデルの基本変

数である人口規模、地域間距離は選択されることを明らかにしたことである。2 点目は、先

行研究において使用されている変数を、Elastic net 回帰により全て使用した際には、21 個の

変数が大都市から地方への人口移動と関連があることを明らかにしたことである。 

 本研究の限界及び今後の課題は、以下の 3 点である。1 点目は、e-Stat に掲載されていな

いデータを用いた上で分析を行うこと、2 点目は、性別・年代ごとに解析を行うこと、3 点

目は、パネルデータ分析を行うことである。これにより、大都市から地方への人口移動につ

いてより詳細な分析を行うことができる。 
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表 2 使用した変数（被説明変数 1 変数、説明変数 39 変数） 

変数名 単位 出典

総移動人口 人 住民基本台帳人口移動報告（総務省）

距離 km 国土地理院

総人口 人 国勢調査　人口推計（総務省）

可住地面積1 km2当たり人口密度 人 国勢調査　全国都道府県市区町村別面積調

総面積（北方地域及び竹島を除く） ha 国勢調査　全国都道府県市区町村別面積調

可住地面積割合 % 国勢調査　全国都道府県市区町村別面積調

課税対象所得（納税義務者１人当たり） 千円 市町村税課税状況等の調（総務省）

幼稚園数 園 * 学校基本調査（文部科学省）

小学校数 校 * 学校基本調査

中学校数 校 * 学校基本調査

高等学校数 校 * 学校基本調査
第1次産業就業者比率（対就業者） % 国勢調査

第2次産業就業者比率（対就業者） % 国勢調査

第3次産業就業者比率（対就業者） % 国勢調査

完全失業率 % 国勢調査

公民館数 館 * 社会教育調査（文部科学省）

図書館数 館 * 社会教育調査

一般病院数 施設 * 医療施設調査（厚生労働省）

病院数 施設 * 医療施設調査

老人福祉施設数 所 * 社会福祉施設等調査（厚生労働省）

保育所等数 所 * 社会福祉施設等調査  

*(変数×総人口/100,000)により総人口 10 万人当たりに統一した。 

総移動人口、距離は 1 つの移動元、移動先の組につき 1 つずつ、その他の 19 変数につい

ては移動元、移動先それぞれに 1 つずつ。 
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表 3 年齢・性別の人口移動量 

総移動人口 97,077 (100) 73,677 (100) 170,754 (100)

0～9歳 9,420 (9.7) 8,983 (12.2) 18,403 (10.8)

10～19歳 5,892 (6.1) 3,651 (5.0) 9,543 (5.6)

20～29歳 32,556 (33.5) 26,325 (35.7) 58,881 (34.5)

30～39歳 21,051 (21.7) 17,621 (23.9) 38,672 (22.6)

40～49歳 13,557 (14.0) 7,369 (10) 20,926 (12.3)

50～59歳 8,244 (8.5) 4,025 (5.5) 12,269 (7.2)

60歳以上 6,326 (6.5) 5,677 (7.7) 12,003 (7.0)

不詳/その他 31 (0.0) 26 (0.0) 57 (0.0)

男性 女性 全体

 

実数 (割合)で記載。 
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表 4 使用した変数の基本統計量 (n=4,072) 

変数名 平均 標準偏差 中央値 最小値 最大値

距離 405 391 240 23 2,607
i_総人口 1,357,553 958,192 1,082,159 58,406 3,724,844
i_可住地面積1 km2

当たり人口密度 9,286 5,464 9,326 1,208 22,380
i_総面積（北方地域及び竹島を除く） 38,247 37,394 32,645 1,011 155,806
i_可住地面積割合 80 26 95 24 100
i_課税対象所得（納税義務者１人当たり） 3,803 923 3,558 2,932 10,232
i_幼稚園数 8 2 7 5 21
i_小学校数 10 2 11 8 19
i_中学校数 6 1 6 4 24
i_高等学校数 3 2 3 1 31
i_第1次産業就業者比率（対就業者） 1 1 0 0 4
i_第2次産業就業者比率（対就業者） 18 4 19 8 34
i_第3次産業就業者比率（対就業者） 72 4 73 60 81
i_完全失業率 4 1 4 2 6
i_公民館数 2 3 0 0 10
i_図書館数 2 1 1 1 10
i_病院数 6 3 5 3 26
i_一般病院数 5 2 5 2 26
i_老人福祉施設数 2 1 2 0 8
i_保育所等数 15 3 15 12 27
j_総人口 166,875 144,596 117,146 832 599,814
j_可住地面積1 km2当たり人口密度 1,180 1,105 940 17 8,140
j_総面積（北方地域及び竹島を除く） 42,418 32,172 36,397 518 217,761
j_可住地面積割合 47 23 44 6 100
j_課税対象所得（納税義務者１人当たり） 2,846 289 2,835 1,993 7,845
j_幼稚園数 11 7 10 0 126
j_小学校数 22 15 18 7 275
j_中学校数 11 10 9 4 225
j_高等学校数 5 4 5 0 120
j_第1次産業就業者比率（対就業者） 7 6 4 0 50
j_第2次産業就業者比率（対就業者） 24 8 24 5 52
j_第3次産業就業者比率（対就業者） 66 8 66 33 90
j_完全失業率 4 1 4 1 8
j_公民館数 20 39 11 0 642
j_図書館数 4 4 2 0 40
j_病院数 9 5 8 0 68
j_一般病院数 8 5 7 0 57
j_老人福祉施設数 6 5 5 0 114
j_保育所等数 25 10 23 0 95  
i、j はそれぞれ移動元、移動先の変数を示す。 
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表 6 Elastic net 回帰により選択された変数の回帰係数 

変数名

切片 3.198 3.280
距離 -0.944 -0.819
i_総人口 0.451 0.608
i_可住地面積1 km2

当たり人口密度 -0.451 -0.110
i_総面積（北方地域及び竹島を除く） 0.242 0.459
i_課税対象所得（納税義務者１人当たり） -0.309 -0.090
i_幼稚園数 -0.144 -0.008
i_中学校数 -0.207 -0.054
i_高等学校数 0.018 0.140
i_第1次産業就業者比率（対就業者） -0.384 -0.125
i_第2次産業就業者比率（対就業者） -0.481 -0.289
i_完全失業率 -0.253 -0.023
i_図書館数 0.022 0.194
i_病院数 0.008 0.738
j_総人口 0.542 0.944
j_総面積（北方地域及び竹島を除く） 0.097 0.433
j_可住地面積割合 0.001 0.238
j_課税対象所得（納税義務者１人当たり） -0.209 -0.067
j_中学校数 0.040 0.195
j_第1次産業就業者比率（対就業者） -0.412 -0.195
j_第2次産業就業者比率（対就業者） -0.529 -0.383
j_公民館数 -0.149 -0.055

回帰係数（95%信頼区間）

 

i、j はそれぞれ移動元、移動先の変数を示す。  
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付表 全変数の回帰係数 

変数名

切片 3.198 3.280
距離 -0.944 -0.819
i_総人口 0.451 0.608
i_可住地面積1 km2当たり人口密度 -0.451 -0.110
i_総面積（北方地域及び竹島を除く） 0.242 0.459
i_可住地面積割合 -0.012 0.075
i_課税対象所得（納税義務者１人当たり） -0.309 -0.090
i_幼稚園数 -0.144 -0.008
i_小学校数 -0.038 0.112
i_中学校数 -0.207 -0.054
i_高等学校数 0.018 0.140
i_第1次産業就業者比率（対就業者） -0.384 -0.125
i_第2次産業就業者比率（対就業者） -0.481 -0.289
i_第3次産業就業者比率（対就業者） -0.016 0.091
i_完全失業率 -0.253 -0.023
i_公民館数 -0.056 0.090
i_図書館数 0.022 0.194
i_病院数 0.008 0.738
i_一般病院数 -0.681 0.010
i_老人福祉施設数 -0.056 0.008
i_保育所等数 -0.087 0.043
j_総人口 0.542 0.944
j_可住地面積1 km2

当たり人口密度 0.000 0.273
j_総面積（北方地域及び竹島を除く） 0.097 0.433
j_可住地面積割合 0.001 0.238
j_課税対象所得（納税義務者１人当たり） -0.209 -0.067
j_幼稚園数 -0.016 0.059
j_小学校数 -0.031 0.127
j_中学校数 0.040 0.195
j_高等学校数 -0.041 0.028
j_第1次産業就業者比率（対就業者） -0.412 -0.195
j_第2次産業就業者比率（対就業者） -0.529 -0.383
j_第3次産業就業者比率（対就業者） -0.148 0.020
j_完全失業率 -0.019 0.073
j_公民館数 -0.149 -0.055
j_図書館数 -0.042 0.046
j_病院数 -0.189 0.044
j_一般病院数 -0.050 0.195
j_老人福祉施設数 -0.090 0.003
j_保育所等数 -0.037 0.068

回帰係数（95%信頼区間）

 

i、j はそれぞれ移動元、移動先の変数を示す。 
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